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1. 外部環境変化と業績推移
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収益性低下 回復ステージ

(億円)

成⻑ステージ

厳しい環境が続くも、回復ステージを経て成⻑ステージへ移⾏厳しい環境が続くも、回復ステージを経て成⻑ステージへ移⾏
「⽇⽴キャピタルの利益推移」

東日本大震災市場縮小ITﾊﾞﾌﾞﾙ崩壊

133

331
355

466

リーマンショック
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2-1. 2015中計の振り返り（事業戦略の概要）

持続的成⻑に向けた“⾼利益体質”への変⾰持続的成⻑に向けた“⾼利益体質”への変⾰

スマトラPJによる“勝てる経営体質”への構造改革牽引
「マーケット変動に左右されない“強い経営体質”実現に向けた継続的な改⾰推進（競争⼒強化）」

スマトラPJによる“勝てる経営体質”への構造改革牽引
「マーケット変動に左右されない“強い経営体質”実現に向けた継続的な改⾰推進（競争⼒強化）」

地 域 戦 略 （セ グ メ ン ト）
日 本 事 業

「再成⻑に向けたビジネスモデル転換」
→マーケットイン、アカウント対応強化による

勝てる分野の⾒極め

グローバル事業
「規律ある展開による真のグローバル展開加速」

→海外4極による規律ある成⻑
（リスクマネジメント強化）

欧州 米州アカウント
ソリューション 中国 ASEANベンダー

ソリューション
⽇⽴グループビジネス：“One Hitachi”による成⻑戦略加速

その他（機能会社、低収益事業）

ビークルソリューション：キャピタルグループの基盤として展開
アカウントソリューション：マーケットイン、アカウント対応強化

グ
ル

ー
プ

共
通

戦
略
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12年度 13年度 14年度 15年度12年度 13年度 14年度 15年度

4

2-2. 2015中計の振り返り（主要経営数値）

成⻑ステージとして掲げた目標達成。3期連続で最高益更新成⻑ステージとして掲げた目標達成。3期連続で最高益更新

274 

12年度 13年度 14年度 15年度
※OHR＝販管費及び⼀般管理費(貸倒関連費用を除く)÷売上⾼総利益

税引前利益
当初計画:340億円

ROE
当初計画:8％以上

OHR（販管費分配率）
当初計画:63％未満

67.4%

6.1%

（億円）

1.0%

466 9.9%

59.9%1.6%

：当初計画ライン

※12年度は経常利益（⽇本基準）

ご参考:ROA

3期連続最⾼益更新！
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315 311 326 

296 293 280 

31 21 14 

13年度 14年度 15年度

2-3. 2015中計の振り返り（日本事業：業績推移）

5

注⼒分野の拡⼤、コスト構造改⾰によりビジネスモデルを転換注⼒分野の拡⼤、コスト構造改⾰によりビジネスモデルを転換

（億円） （億円）

（注）合計値には日本事業における調整額を含む

注⼒6分野 基盤事業 収束

税 引 前 利 益 の 推 移売 上 総 利 益 の 推 移

631 619 618

：内、引当⾦戻⼊益
：一時費用等

204
148 

191 

44 
17 

13年度 14年度 15年度

21       

17       
△

△
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分野 2015中計
目標 実績 評価

社 会 イ ン フ ラ 取扱高(累計)
2,200億円

3,092
億円 ◎ 強みである建物リースを軸に、社会ｲﾝﾌﾗ⽼朽化ニーズへ対応

し、PPP/PFIを強化し、目標を大きくクリア
環 境 ・ 再 生 可 能
エ ネ ル ギ ー

発電量(累計)
350MW

320
MW ○ ⽇⽴ｸﾞﾙｰﾌﾟの強みを発揮し、新たな事業化モデル（発電事

業）を確⽴。当初目標の320ＭＷを達成

オ ー ト リ ー ス 管理台数
10万台

9.６
万台 △ 住友三井ｵｰﾄｻｰﾋﾞｽ様との提携ｼﾅｼﾞｰ創出を図る。ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｰ

ﾋﾞｽ共有化等を進め、管理台数は12年度⽐増

ベンダー
ファイナンス

取扱高
1,500億円

1,344
億円 △ M&A実施により12年度に⽐べ⼤幅に取扱⾼は拡⼤。バック

ヤード効率化やソリューション領域へのシフトは今後の課題

ヘ ル ス ケ ア 取扱高
400億円

373
億円 × 従来のファイナンスモデルをﾍﾞｰｽに、新たなビジネスモデル創出、

ソリューション提供に努めるも、成果としては目標に届かず。社
員の⾏動・意識改⾰含めた改善必要ア グ リ 取扱高

500億円
384
億円 ×

2-4. 2015中計の振り返り（日本事業：事業ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ入替え）

社会の課題・変化に対し、当社の強みが生かせる分野として取り組み社会の課題・変化に対し、当社の強みが生かせる分野として取り組み
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2-5. 2015中計の振り返り（日本事業：コスト構造改革）

Smart Transformation Projectによる販売管理費の削減Smart Transformation Projectによる販売管理費の削減

13年度 14年度 15年度

売上総利益 販管費（貸倒関連費用除く）
12年度

631
億円

462
億円

【【【【スマトラ先行投資スマトラ先行投資スマトラ先行投資スマトラ先行投資】】】】

■■■■オフィス移転・集約オフィス移転・集約オフィス移転・集約オフィス移転・集約

■■■■事業強化投資事業強化投資事業強化投資事業強化投資（（（（ITシステム投資等システム投資等システム投資等システム投資等））））

■■■■社外転進支援制度の実施社外転進支援制度の実施社外転進支援制度の実施社外転進支援制度の実施

【【【【スマトラ先行投資スマトラ先行投資スマトラ先行投資スマトラ先行投資】】】】

■■■■オフィス移転・集約オフィス移転・集約オフィス移転・集約オフィス移転・集約

■■■■事業強化投資事業強化投資事業強化投資事業強化投資（（（（ITシステム投資等システム投資等システム投資等システム投資等））））

■■■■社外転進支援制度の実施社外転進支援制度の実施社外転進支援制度の実施社外転進支援制度の実施

【【【【主な取組みと主な取組みと主な取組みと主な取組みと効果効果効果効果】】】】

■■■■人件費削減人件費削減人件費削減人件費削減

■■■■設備費・業務運営費削減設備費・業務運営費削減設備費・業務運営費削減設備費・業務運営費削減

■■■■業務集約化、業務集約化、業務集約化、業務集約化、ITシステム投資システム投資システム投資システム投資等等等等

【【【【主な取組みと主な取組みと主な取組みと主な取組みと効果効果効果効果】】】】

■■■■人件費削減人件費削減人件費削減人件費削減

■■■■設備費・業務運営費削減設備費・業務運営費削減設備費・業務運営費削減設備費・業務運営費削減

■■■■業務集約化、業務集約化、業務集約化、業務集約化、ITシステム投資システム投資システム投資システム投資等等等等

618
億円

428
億円
※

13年度⽐△34億円

：14年度投資しなかった場合の販管費推移

※ﾍﾞﾝﾀﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝのシステム移転費用△17億円を除く数値

OHR
74% OHR

73%
OHR
69%

OHR
74%
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125 152 173 
14 

24 
35 

45 
64 

71 

13年度 14年度 15年度

292 357 405 
46 

77 
103 

102 
114 

117 
48 

50 
54 

13年度 14年度 15年度
8

成⻑ドライバーとして欧州および⽶州が急拡⼤。トップライン・利益成⻑を実現成⻑ドライバーとして欧州および⽶州が急拡⼤。トップライン・利益成⻑を実現

2-6. 2015中計の振り返り（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業：業績推移）

※ 13・14年度：15年度の為替ﾚｰﾄで計算。合計値にはグローバル事業における調整額を含む

欧州 米州 中国 ASEAN
（億円） （億円）

税 引 前 利 益 の 推 移売 上 総 利 益 の 推 移

489
600

681

167

△17

243
274

年平均成⻑率
18%

年平均成⻑率
２8%

1
2



© Hitachi Capital Corporation  2016. All rights reserved.

0
2,000
4,000
6,000

13年度 14年度 15年度

消費者向け 法人向け ビークル

125 152 173 
2.6%

2.8% 2.9%

13年度 14年度 15年度
9

2-7. 2015中計の振り返り（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業：欧州）

事業環境
・足元ではEU離脱問題などの懸念は出始めたが、
英国景気は堅調に推移
・銀⾏系競合の⼀部に動きが⾒られるも、本格的
な再参⼊は⾒られず

取組み内容
・消費者向け部門は、積極的なIT投資によるﾃﾞｰﾀ
分析活用や取扱い拡充等ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを強化
・ビークル部門は、お客様とのﾘﾚｰｼｮﾝ強化に注⼒。
ﾆｰｽﾞに応じた質の高いｻｰﾋﾞｽを提供

・外部⾦融機関提携による、欧州⼤陸での⽇⽴
グループビジネス推進

事業基盤強化と欧州⼤陸展開の目標のもとで順調に事業拡⼤

税引前利益およびROAの推移
（億円）

英国の営業資産
（億円）

4%超4%超
2%弱2%弱

2%超2%超

年平均成⻑率（税引前利益）
18%

※ 13・14年度：15年度の為替ﾚｰﾄで計算
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14 18 27 
6 

8 

1.5%

1.7% 1.7%

13年度 14年度 15年度
10

2-8. 2015中計の振り返り（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業：米州）

事業環境
・個⼈消費に⽀えられ、景気回復が継続
・北⽶における⼩型トラックの販売台数は前年⽐
2桁成⻑が続く

取組み内容
・ﾄﾗｯｸﾌｧｲﾅﾝｽ事業では、お客様との密接なﾘﾚｰｼｮﾝ
と質の⾼いｻｰﾋﾞｽ提供を通じて事業拡⼤に注⼒

・M&Aの実施（14年度：カナダCLE社買収）
・トラックファイナンス以外の事業領域へ展開
（ファクタリング、医療機器等）

事業領域・⾯の拡⼤で再成⻑を実現

税引前利益およびROAの推移
（億円）

米州の取扱高構成

:カナダ

年平均成⻑率（税引前利益）
58% （億円）

:米国

0

800

1,600

2,400

13年度 14年度 15年度

トラックファイナンス ファクタリング
IT機器 医療機器

※ 13・14年度：15年度の為替ﾚｰﾄで計算
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2-9. 2015中計の振り返り（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業：中国）

事業環境
・経済成⻑鈍化鮮明。製造業中⼼に設備投資
抑制、信用リスク上昇
・⾹港は、⽐較的堅調に推移も、中国経済成⻑
鈍化の影響が懸念

取組み内容
・中国本土における事業構造改革を推進。
・従来注⼒してきた地⽅政府系の病院向け債権
内容が悪化。事業環境の変化に対応し、信用
リスクの低い公共案件へのシフトを加速

事業の方向転換を余儀無くされるも、環境変化にしなやかに対応

13 29 35 32 
35 36 1.8%

2.3% 2.4%

13年度 14年度 15年度

税引前利益およびROAの推移
（億円）

営業資産構成の状況【中国本土(ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ除く)】

:香港
年平均成⻑率（税引前利益）

26%:中国（本土）

0

400

800

1,200

12年度 13年度 14年度 15年度

医療 公共
⽇⽴グループ関連 ⺠間企業等

公共⽐率
60%以上

（億円）

※ 13・14年度：15年度の為替ﾚｰﾄで計算
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△ 18
△ 8

2
12

13年度 14年度 15年度

0.0% 0.0%
0.2%

12

2-10. 2015中計の振り返り（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ事業：ASEAN）

事業環境
・中⻑期では成⻑が期待される地域ではあるもの
の、⾜元では景気減速や規制変更、政情不安
など事業環境は厳しい状況で推移

取組み内容
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ：地域統括会社による、ASEAN全体
のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ・事業強化を推進
・タイでは現地企業に加えﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ・日系企業の
ﾌｧｲﾅﾝｽﾆｰｽﾞへの対応強化

・マレーシアでは法人向け事業を強化
・インドネシアでの事業構造改革を推進

成⻑ドライバーとして積極的な事業展開を図り取扱⾼は増加も、収益⾯で課題

※ 13・14年度：15年度の為替ﾚｰﾄで計算

税引前利益およびROAの推移
（億円）

※ 13・14年度：15年度の為替ﾚｰﾄで計算

:インドネシア:マレーシア
:タイ:ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ASEANの取扱高構成

0

250

500

750

13年度 14年度 15年度

シンガポール タイ マレーシア インドネシア
（億円）
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2-11. 2015中計の振り返り（まとめ）

税引前利益は
3年連続で過去最⾼益を更新

ＲＯＥ・ＯＨＲは
当初目標を大幅に上回る成果
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3-1. 2016年度以降に向けて（事業戦略の概要）

地 域 戦 略
日 本 事 業

「事業構造改革継続による
成⻑ステージへの移⾏」

グローバル事業
「規律ある⾼い成⻑性を維持」

欧州 米州注⼒分野
(成⻑分野・蕾分野) 中国 ASEAN基盤分野

再構築分野

⽇⽴グループビジネス:社会ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業に資するサービス提供
ビークルソリューション:ﾋﾞｰｸﾙﾌｧｲﾅﾝｽからﾋﾞｰｸﾙｿﾘｭｰｼｮﾝへの進化、市場の創出

環境・エネルギｰ:国内外双方向での情報展開と支援で創ｴﾈ・省ｴﾈを切り⼝に展開

アカウントソリューション:強みを追求し、経営・事業課題共有による協創

グ
ル

ー
プ

共
通

戦
略

経営基盤：競争⼒強化に寄与する質の⾼い経営基盤を構築
(リスクマネジメントの強化)

経営基盤：競争⼒強化に寄与する質の⾼い経営基盤を構築
(リスクマネジメントの強化)
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3-2. 2016年度以降に向けて（２０１６年度主要数値見通し）

15

2015年度 2016年度⾒通し 前年⽐

466億円 470億円
（504億円）

100％
（＋108％）

9.9% 9.4% △0.4%

1.57% 1.60% +0.03%

84円
（30.0％）

86円
（30.5％）

+2円
（+0.5％）

ROE

ROA

1株配当⾦
（配当性向）

税引前利益
（ ）：15年度
為替水準の場合



（ご注意）
本資料で記述されている業績予想並びに将来予測は、現時点で⼊⼿可能な情報に基づき、当社が判断した予想であり、潜在的なリ
スクや不確実性が含まれています。そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は記述されている将来⾒通しとは異なる結果となる
可能性があることをご認識いただき、資料をご活⽤ください。

http://www.hitachi-capital.co.jp/


